
2021年4月1日

厚生労働省 社会・援護局

地域福祉課成年後見制度利用促進室

行政説明
・総合的な権利擁護支援策を充実する必要性とモデル事業の概要



• 総合的な権利擁護支援策を充実する必要性
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○ 日本の人口は近年減少局面を迎えている。2065年には総人口が9,000万人を割り込み、高齢化率は38％台の水準に
なると推計されている。

平成29年推計値
（日本の将来推計人口）

実績値
（国勢調査等）

生産年齢人口（15～64歳）割合

高齢化率（65歳以上人口割合）

合計特殊出生率

15～64歳人口

14歳以下人口

65歳以上人口59.5%

28.6%

1.34

11,092

3,921

5,978

1,194

8,808

3,381

4,529

898

生産年齢
人口割合

51.4%

高齢化率
38.4%

合計特殊
出生率
1.44

出典： 2020年までの人口は総務省「人口推計」（各年10月1日現在）等、合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」、
2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）

12,615万人

日本の人口の推移について
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（出所） 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位）推計
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2020年(実績)

65～74歳
1,742(14%)

75歳～
1,860(15%)

総人口
1億2,615万人

～19歳
2,074(16%)

20～64歳
6,938(55%)

団塊世代
（1947～49年
生まれ）

団塊ジュニア世代
（1971～74年
生まれ）

万人
５０ １００ １５０ ２０００ ２５０

万人
５０ １００ １５０ ２０００ ２５０

万人
５０ １００ １５０ ２０００ ２５０

日本の人口ピラミッド（1990－2065）について

○団塊の世代が全て７５歳となる2025年には、75歳以上が全人口の18％となる。
○2065年には、人口は8,808万人にまで減少するが、一方で、65歳以上は全人口の約38％となる。
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○ 単身世帯、高齢者単身世帯（※１） 、ひとり親世帯ともに、今後とも増加が予想されている。単身世帯は、2040年
で約４割に達する見込み。（全世帯数約5,333万世帯（2015年））

５世帯に
１世帯

５世帯に
２世帯

16世帯
に１世帯

10世帯
に１世帯

６世帯に
１世帯（※

２）

33世帯
に１世帯

５世帯に
２世帯

４世帯に
１世帯

ひとり親世帯

夫婦と子（※３）の世帯

単身世帯

高齢者単身世帯７世帯に
１世帯

５世帯に
１世帯

夫婦のみの世帯

実績値
（国勢調査）

平成３０年推計値
（日本の世帯数の将来推計）

（出典） 総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（2018年推計）」
（※１）世帯主が65歳以上の単身世帯を、高齢者単身世帯とする。
（※２）全世帯数に対する高齢者単身世帯の割合はグラフのとおりだが、世帯主年齢65歳以上世帯に対する割合は、32.6％（2015年）から40.0％ （2040年）へと上昇。
（※３）子については、年齢にかかわらず、世帯主との続き柄が「子」である者を指す。

世帯構成の推移と見通しについて
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（出典）厚生労働省政策統括官付世帯統計室「国民生活基礎調査」
（注）１．1995年の数値は、兵庫県を除いたものである。

２．「親と未婚の子のみの世帯」とは、「夫婦と未婚の子のみの世帯」及び「ひとり親と未婚の子のみの世帯」をいう。
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上
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世
帯
数
（
千
世
帯
）22,420

20,705

19,263

17,864

23,724

65歳以上の者のいる世帯数の構成割合の推移について

○ 65歳以上の者のいる世帯の26.3％が単独世帯。

○ 親と未婚の子のみの世帯も２割近くまで増加している。
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（出典）総務省「国勢調査」1985年版、2005年版、2010年版、2015年版により、みずほ情報総研 藤森氏（社会保障藤森クラスター主席研究員）作成

注）配偶者関係不詳分を除いて計算しており、未婚、有配偶、離別、死別の割合を合計すると100%となる。
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未婚
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70歳代の単身者（男・女）の構成の変化について

○ 70歳代の単身者について、未婚である者（結婚したことのない者）や離別した者の割合が増加しているが、
その傾向は男性において特に顕著となっている。

○ 高齢単身世帯は、身近な生活上のニーズや孤立等のリスクに脆弱である可能性が高いと考えられるが、
特に、未婚である者は、配偶者がいないだけでなく、子どももいないという点で、死別・離別により単身である
者と比較しても、更にリスクに脆弱である可能性が高いと考えられる。
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（出典）2008年以前：内閣府「高齢者の地域社会への参加に関する意識調査」、2014年：内閣府「高齢者の日常生活に関する意識調査」
注１）対象は60歳以上の男女
注２）それぞれの調査における選択肢は以下のとおり。

高齢者の地域社会への参加に関する意識調査：「親しくつきあっている」、「あいさつをする程度」、「つきあいはほとんどしていない」
高齢者の日常生活に関する意識調査：「親しくつきあっている」、「あいさつをする程度」、「ほとんどつきあいがない」、「つきあいがない」、

「わからない」、「無回答」
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2014年
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親しくつきあっている あいさつをする程度 つきあいはほとんどしていない

（ほとんどつきあいがない）

つきあいがない わからない・無回答

（％）

高齢者の近隣とのつながりの状況について

○ 60歳以上の男女を対象にした調査では、近所の人たちと「親しくつきあっている」としている者の割合は
1988年から2014年で半減しており、高齢世代の地域のつながりも希薄化する傾向にあると考えられる。
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（出典）2017年社会保障・人口問題基本調査「生活と支え合いに関する調査」（国立社会保障・人口問題研究所）

頼れる人の有無（サポート種類別）

サポート種類

合計 いない
そのことでは
人に頼らない

いる いると回答した人の頼れる相手（％）（複数回答）

（ｎ） （％） （％） （％） 家族・親族 友人・知人 近所の人 職場の人
民生委員・
福祉の人

その他の人

子どもの世話や看病 17,138 20.8 12.0 67.2 75.3 7.2 2.3 1.0 0.8 0.7 

（子ども以外の）介護や看病 17,493 27.6 8.3 64.1 67.5 3.7 1.3 0.6 3.0 1.1 

重要な事柄の相談 18,321 7.2 4.4 88.5 87.3 32.1 1.3 8.1 0.9 1.6 

愚痴を聞いてくれること 18,399 6.3 5.6 88.1 79.2 56.9 5.0 19.5 0.7 1.8 

喜びや悲しみを分かち合うこと 18,364 5.3 3.1 91.6 87.3 52.2 4.6 13.7 0.3 1.6 

いざという時のお金の援助 18,380 16.2 23.9 59.9 77.2 4.8 0.2 1.0 0.2 0.5 

日頃のちょっとしたことの手助け 18,317 7.4 7.4 85.2 85.1 39.0 15.8 11.9 0.8 1.2 

家を借りる時の保証人を頼むこと 17,711 12.6 28.9 58.5 79.8 6.0 0.4 1.1 0.1 0.6 

成年後見人・保佐人を頼むこと 17,444 23.2 33.4 43.4 63.1 3.1 0.2 0.3 0.8 0.8 

人と人との支え合いの状況（サポート種類別の頼れる人の有無）について

○ 18歳以上の世帯員に対して、サポート種類ごとに頼れる人の有無を尋ねたところ、「成年後見人・保佐人を
頼むこと」に関しては「いない」と答えた割合が、「（子ども以外の）介護や看病」（27.6％）に次いで二番目に高
い23.2％であった。

○ 「そのことでは人に頼らない」と合わせると５割を超え、サポート種類別の中で最も高い割合となっている。
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          身体障害者（児）             知的障害者（児）         精神障害者 

         ４１９．３万人               ９４．３万人             ４１９．３万人 

 

 

 

６５歳未満の者（２６％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
６５歳未満の者 

（８４％） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳未満の者（6１％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳以上の者（７４％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳以上の者（３９％） 

 

６５歳以上の者 

（１６％） 
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（在宅・施設別）
障害者総数 ９６４．７万人（人口の約７．６％）

うち在宅 ９１４．０万人（９４．７％）

うち施設入所 ５０．７万人（ ５．３％）

           身体障害者（児）             知的障害者（児）         精神障害者 

          ４３６．０万人               １０９．４万人            ４１９．３万人 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅身体障害者（児） 

４２８．７万人（９８．３％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅知的障害者

（児） 

９６．２万人 

（８７．９％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅精神障害者 

３８９．１万人（９２．８％） 

 

 

施設入所知的障

害者（児） 

１３．２万人 

（１２．１％） 

入院精神障害者 

３０．２万人（７．２％） 施設入所身体障害者（児） ７．３万人（１．７％） 

 

（年齢別）

６５歳未満 ４８％

６５歳以上 ５２％

○障害者の総数は９６４．７万人であり、人口の約７．６％に相当。
○ そのうち身体障害者は４３６．０万人、知的障害者は１０９．４万人、精神障害者は４１９．３万人。
○障害者数全体は増加傾向にあり、また、在宅・通所の障害者は増加傾向となっている。

※身体障害者（児） 及び知的障害者（児）数は平成28年（在宅）、平成30年（施設）の調査等、精神障害者数は平成29年の調査による推計。年齢別の身体障害者（児）、知的障害者（児）数は在宅者数（年齢不詳を除く）での算出。

※身体障害者（児）及び知的障害者（児）には高齢者施設に入所している者は含まれていない。

※平成28年の調査における在宅身体障害者（児）及び在宅知的障害者（児）は鳥取県倉吉市を除いた数値である。

※在宅身体障害者（児）及び在宅知的障害者（児）は、障害者手帳所持者数の推計。障害者手帳非所持で、自立支援給付等（精神通院医療を除く。）を受けている者は19.4万人と推計されるが、障害種別が不明のため、上記には

含まれていない。

※複数の障害種別に該当する者の重複があることから、障害者の総数は粗い推計である。

障害者の数



               身体障害者（児）                 知的障害者（児）           精神障害者 

                ３６６．３万人                    ５４．７万人              ３２３．３万人 

 

 

 

 

 

６５歳未満の者（３８％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳未満の者（９６％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳未満の者（６６％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳以上の者（６２％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳以上の者（３４％） 

６５歳以上の者（４％） 

 

障害者総数 ７４４．２万人（人口の約５．８％）

うち６５歳未満 ５４％

うち６５歳以上 ４６％

障害者総数 ９６４．７万人（人口の約７．６％）

うち６５歳未満 ４８％

うち６５歳以上 ５２％

※身体障害者（児）数は平成18年の調査等、知的障害者（児）数は平成17年の調査等、精神障害者数は平成20
年の調査等による推計。なお、身体障害者（児）には高齢者施設に入所している身体障害者は含まれていない。
※難病患者等のうち、身体障害者（児）、知的障害者（児）、精神障害者（児）のいずれにも該当しない者の数は含
まない。(右図同様)
※社会保障審議会 (障害者部会)第６８回 （2015年7月24日）「高齢の障害者に対する支援の在り方について」資
料より抜粋。

          身体障害者（児）             知的障害者（児）         精神障害者 

         ４１９．３万人               ９４．３万人             ４１９．３万人 

 

 

 

６５歳未満の者（２６％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
６５歳未満の者 

（８４％） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳未満の者（6１％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳以上の者（７４％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳以上の者（３９％） 

 

６５歳以上の者 

（１６％） 

 

出典 在宅身体障害者（児） 及び在宅知的障害者（児）：厚生労働省「生活のしづらさなどに関する調査」（平成28
年）、施設入所身体障害者（児）及び施設入所知的障害者（児）：厚生労働省「社会福祉施設等調査」 （平成30年）、
在宅精神障害者及び入院精神障害者：厚生労働省「患者調査」（平成29年）
※在宅身体障害者（児）及び在宅知的障害者（児）は、障害者手帳所持者数の推計。障害者手帳非所持で、自立支
援給付等（精神通院医療を除く。）を受けている者は19.4万人と推計されるが、障害種別が不明のため、上記には含
まれていない。
※在宅身体障害者（児）及び在宅知的障害者（児）は鳥取県倉吉市を除いた数値である。
※施設入所身体障害者（児） 及び施設入所知的障害者（児）には高齢者施設に入所している者は含まれていない。
※年齢別の身体障害者（児）及び知的障害者（児）数は在宅者数（年齢不詳を除く）での算出。
※複数の障害種別に該当する者の重複があることから、障害者の総数は粗い推計である。

平成20年等 平成30年等

○障害者数全体は増加傾向にあり、また障害者の高齢化が進んでいる。
65歳以上の障害者の割合 ４６％→５２％

うち身体障害者の割合 ６２％→７４％ （平成18年→平成28年（在宅）30年（施設））

うち知的障害者の割合 ４％→１６％ （平成17年→平成28年（在宅）30年（施設） ）

うち精神障害者の割合 ３４％→３９％ （平成20年→平成29年）

障害者の高齢化について
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○ 全国育成会連合会の令和３年５月の会員へのアンケート調査では、障害のある知的障害者が「成年後見制度を利用していない理
由」（回答1,217人）は、「親が元気だから」が最多で、64.3％（783人）。
○ 一方で「利用している人」151人に「成年後見制度を利用すると決めた理由」を尋ねたところ（回答149人）、最多が「相続など法的案
手続きで必要に迫られた」が27.5％（41人）、ついで「親の高齢化（健康不安）」が24.2％（36人）。
〇 障害者の高齢化、その親の高齢化に伴い、知的障害者の「親亡き後」問題が一気に増大していくことが推定される。

親亡き後の問題

成年後見制度を利用すると決めた理由

成年後見制度を利用していない理由

（出所）（一社）全国手をつなぐ育成会連合会 令和３年５月会員アンケートより
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地域で生活する精神障害者の増加

精神疾患を有する総患者数の推移（年齢階級別内訳） 精神疾患を有する入院患者数の推移（年齢階級別内訳）

○ 精神疾患を有する総患者数が増加しており、一方で精神疾患を有する入院患者数は減少している。

○ 地域で生活する精神障害者数が増加している。

12



精神障害者における日常的な金銭管理支援の需要の増大

17,363 18,731 19,745 20,701 21,549 22,436 23,241 23,493 23,415 23,154 22,892 22,920 

6,279 7,026 7,761 8,647 9,488 10,324 11,222 11,910 12,595 13,143 13,579 13,866 
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認知症高齢者等 知的障害者等 精神障害者等 その他

日常生活自立支援事業の実利用者数・利用者内訳の推移

〇 日常生活自立支援事業の令和３年３月末現在の実利用者数は56,761人となっている。

○ 1年間の新規契約件数は平成28年度以降減少傾向にあり、終了件数の増加と相まって実利用者の伸びは鈍化し
ている。

○ 利用者の内訳では、精神障害者の割合が増加傾向にあり、意思決定支援、日常的な金銭管理支援の需要が高
まっていることが伺える。

55,717

35,059
37,814

40,720

43,632

46,687

49,791

51,828
53,484

54,797

31,960

56,761

（出所）社会福祉法人全国社会福祉協議会地域福祉部調査結果より
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令和2年の消費生活相
談の３割は高齢者。

（出所）「令和３年版消費者白書」

65歳以上の高齢者の相談１件当たりの平均既支払金
額は、65歳未満の３倍。
65歳以上の高齢者の平均額は150.9万円。総額では
950億円と、全体の52.8%を占めている。

障害者に関する相談は、10年間で1.5倍に増加してい
る。

消費者庁「高齢者・障がい者の消費者トラブル見守りブック」（2020年4月）
より

〇 認知症高齢者、障害者ともに、消費生活相談は本人以外から寄せられる場合が多い。
〇 当事者が被害に遭っていることに気づきにくいという特徴があり、身寄りがない（頼れない）場合には、被害そのも
のが顕在化しにくい。

認知症高齢者、障害者の消費生活相談の現状

14



（注１） 後見開始，保佐開始，補助開始及び任意後見監督人選任事件の終局事件を対象としている。
（注２） 「その他親族」とは，配偶者，親，子及び兄弟姉妹を除く，四親等内の親族をいう。

○ 申立人については、市区町村長が最も多く全体の約２３．３％を占め、次いで本人の子（約２０．９％）、本人
（約２０．８％）の順となっている。

成年後見制度における申立人と本人との関係別件数（令和３年）
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市町村長申立件数の推移について

○ 近年、市町村長が申し立てた事件数は増加傾向にある。

（出所）最高裁判所事務総局家庭局「成年後見関係事件の概況」より、厚生労働省成年後見制度利用促進室にて作成。

※後見開始、保佐開始、補助開始及び任意後見監督人選任事件の終局事件を対象としている。
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〇 高齢者の意思決定支援事例調査によると、「保証人や身元引受人がいなくて困った場面」は、入院・転院の手続き
であり、全事例134事例の半数弱がこれに該当。
〇 「検討や調整に最も時間を要した場面」として最も多かったのは、「介護保険施設・居住系施設への入所・入居」
（全体の１／４）。

高齢者の意思決定支援事例調査における支援が難しかった場面

令和元年厚生労働省老人保健健康増進等事業（老人保健事業推進費等補助金）「公的介護保険サービスにおける身元保証等に関する
調査研究事業 報告書」（令和２年３月、株式会社日本総合研究所）
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高齢者、障害者の消費者トラブルの特徴①

事例１

工事業者が、「近所で工事しているので御挨拶
に来た。」、「無料点検をする。」などと言って訪

問し、点検後、「このままでは大変なことにな
る。」などと不安をあおり、高額なリフォーム工事

の勧誘をされます。一箇所の工事が終了する
と、別の箇所も必要だと勧誘されて、次々とリ
フォーム工事の契約を締結させられることもあり
ます。また、火災保険を使えば無料で修理がで
きると勧誘し、実際は高額な住宅修理工事契約
をする場合も見受けられます。マンション等の集

合住宅の場合、水回り中心の工事が行われるこ
とがあります。外から分かりにくいことが多いで
すが、工事の車の出入りや資材の搬入等で気
付くことがあります。

事例２
日中は高齢者が1人で在宅している事が多く、電

話が鳴ると警戒心無くすぐに出てしまいがちで
す。「健康」という言葉に誘われ、巧みなセール
ストークで不安をあおられて、高額な商品を繰り
返し購入してしまうケースもあります。被害に
遭っても誰にも相談をせず、購入した商品を隠し
てしまうこともあります。

事例３

「見るだけでも目の保養」、「新作の発表会」など
と言って、着物の展示会に誘います。以前、和装
品を購入した事業者からの勧誘の場合もありま
す。車で迎えに来てくれて、会場では美しい反物
を当てて似合うと褒められ、お土産をくれるなど
大変親切にされるので、断りづらく契約してしま
います。着物、帯、襦じゅばん袢類、和装小物
やアクセサリーなどが一緒に販売されることも

多くあります。しかし、着物を着る機会はあまりな
く、中にはしつけのかかったままの着物が多数
発見された事例もあります。

事例４

無料や安価をうたい、近所の空き店舗などの会
場に人を集め、ドアを締切りにした状態で、最初
は無料や安価で食料品などを配り、雰囲気を盛
り上げた後、高額な商品を買わせます。最近は
何度も通わせて信頼関係を築いてから購入させ
ることもあります。会場では、健康に関する話題
など高齢者に関心がある話を聞くことができるこ
とから、楽しんで通っている様子が見受けられる
こともあります。

事例５

元気なうちに身の回りの整理をしておきたいと考
える高齢者が増えています。最初は、不要品は
何でも買い取る、査定だけなどと電話で言われ
ますが、来訪時には、貴金属を出すようにと強く
言われてしまいます。家屋の中に事業者が上
がってしまうと、怖くて応じてしまい、後になって
後悔します。

事例６

老後資金に不安がある高齢者に架空の儲け話
を勧誘する投資詐欺が後を絶ちません。環境や
再生エネルギーなどの海外事業に関する投資と
いった実態がつかめない事業への投資話が多く
みられます。また、劇場型勧誘といって、複数の
事業者が役割を演じて、あの手この手で出資を
仕向ける手口もあります。最初のうちは配当が

入るので信じていることも多く、発見が遅れるこ
とがあります。また、配当が入らなくなり事業者と
連絡が取れないなど、不安が生じてくると、思い
悩んだ困った様子、節約やお金に窮した状況が
見られるようになることもあります。

（出所）消費者庁「高齢者・障がい者の消費者トラブル見守りブック」 （2020年4月）より 18



高齢者、障害者の消費者トラブルの特徴②
事例７

頼んでもいないのに代金引換便でカニなどの海
鮮物が送られてきたと本人は思っていても、実
際には送られてくる前に事業者から「カニを送る
から。」などと電話があり、キッパリと断れなかっ

たり、曖昧な返事をしている場合が多く見受けら
れます。また、電話があったことを忘れている場

合もあります。届いた品物は高額にもかかわら
ず、品質が良くないこともあります。漬物などの
加工食品、健康食品でも同種のトラブルがあり
ます。届いてしまうと、受け取らざるを得ないと思
い代金を払ってしまいがちです。

事例８

日中、一人になる高齢者は、話相手になってくれ
る人がいると警戒心を持つことなく、突然接触し
てくる人にも話をしてしまうことがあります。世間
話をしながら気持ちが緩んだところに、健康に気
遣う振りをして高額の商品を勧められ、疑うこと
なく購入してしまうのです。しかも、健康への不
安から、繰り返し購入してしまうこともあります。

事例９

収入を年金に頼る高齢期は、配偶者との死別や
体調不良など、ふとしたきっかけで家計管理が

できなくなることがあります。交友関係を大切に
するあまり冠婚葬祭費などの出費がかさみ生活

費を削る場合もあります。人知れず悩んでいるこ
ともあるようです。お金の心配はうつ病などの病

気の発症や悪化等につながることもあります。ま
た、電気料金等のインフラに係る料金の支払が

困難になると、基本的な生活の質が脅かされる
ことになります。健康的な生活環境の維持も難

しくなるなど、経済的な被害にとどまらない場合
もあります。

事例１０

ストレスから買物やギャンブルに依存し、出費が
かさむことがあります。家族が発見する場合も多
く、叱責して両者の関係が悪化すると精神疾患
への対処が遅れる場合も考えられます。

事例１１

将来の夢や社会への貢献をうたい勧誘されるこ
とがあります。また、SNSのメッセージで勧誘され

たり、作業所の仲間内で勧誘が行われることや
イベントに参加した際に誘われる等が見受けら
れます。勧誘されると、ビジネスでの成功者を紹
介されたり、セミナーに誘われたりします。最初
のうちは、人を誘う話はしないで商品を買わせ、
後になって人を誘うと収入が入ることを告げられ
る事例もあります。「マルチ商法」、「ネットワーク
ビジネス」と呼ばれることもあります。

事例12

インターネットを介したアダルトサイトの利用も通
信販売の一つです。スマートフォンで広告をタッ
プしたら、有料アダルトサイトに登録になって登
録料を請求された、無料のアダルトサイトの再

生ボタンをタップしたら、突然「有料登録完了」と
いう画面が表示されたという、意に反して請求さ
れるトラブルが発生しています。しかし、「規約を
よく見ていなかったかもしれない。」などと自分を
責めたり、また、恥ずかしいと思ったりして、自分
自身で解決しようとして言われるまま支払ってし
まう事例が見受けられます。

事例13

オンラインゲームのサービスを受けるのも通信販売の一つです。無料で遊べるゲームでも、アイテム
などが有料で提供されている場合があります。アイテムの代金を支払う際、一旦、クレジットカード払
いやキャリア決済（スマートフォンの利用料金と合算して支払方法）を設定すると、次からは簡単に決

済できてしまい、高額の請求につながる場合があります。仲間と一緒に戦うゲームでは、仲間との関
係を重視してなかなかやめられないこともあります。

事例14
アポイントメントセールス（SNSなどで、販売目的

を告げずに呼び出して契約をさせる方法）による
ケースが多く見られます。恋愛感情を利用して

アクセサリーを勧誘する場合（デート商法）、本
人は、優しくされたり、おだてられたりしているの
で、被害に気が付かず次々に購入してしまうこと
もあります。

（出所）消費者庁「高齢者・障がい者の消費者トラブル見守りブック」 （2020年4月）より 19



本人が意思決定ができず
適切な権利擁護の支援が受けられない場合に生じる権利侵害

成年後見制度利用促進専門家会議第１回福祉・行政と司法の連携強化ワーキング・グループ 資料２「過疎地での成年後見制度の取り組み
（司法に焦点をあてながら）～約２０年の活動を通じて～」（特定非営利活動法人東濃成年後見センター 副理事長 熊田均弁護士）資料より
引用

事
例

20



権利擁護支援として
透明性・信頼性のある生活支援サービスが提供される必要性

令和４年３月２５日名古屋高裁判決（令和4年4月8日確定）

結論 控訴棄却

判断 「暴利行為」による公序良俗違反

① 身元保証契約と死因贈与契約の関係
・ 本件身元保証契約は「ＮＰＯにおいて利用者の死亡時にその財産の寄付（死因贈与）
を受けることを当初から契約内容の１つとして想定していたものであり」「本件贈与契
約は、その前提となっている本件身元保証契約の内容を踏まえてその内容を理解すべき
ものである」

② 暴利行為
・ 「ＮＰＯは身元保証等を引き受けた代わりにその費用に相当する９０万円だけでなく、
当時の本件預金残高５５２万円あまりをも手中に収めたことになる」が「本件死因贈与
契約は、いわば社会的弱者とされる高齢者に身元保証を提供する代わりに合理的理由の
ないままに全財産を無償で譲渡させることにより控訴人が利益を得るものであって暴利
行為と評し得るものであり、その効力をそのまま承認することは社会正義にもとる結果
となるから公序良俗に反し無効である」
・ 「なお、死因贈与契約が締結されるにあたり本件養護老人ホームの関与が認められ、
その関与も斡旋に止まらず締結を積極的に促していたことが伺われ、このような関与を
通じて公序良俗の契約締結に荷担したことになり軽率の誹りを免れない」
・ その余の点について判断するまでもなく無効

特定非営利活動法人東濃成年後見センター 副理事長 熊田均氏（弁護士）の提供資料より引用

事
例
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権利擁護支援として
透明性・信頼性のある生活支援サービスが提供される必要性

特定非営利活動法人東濃成年後見センター 副理事長 熊田均氏（弁護士）の提供資料より引用

昭和10年6月生

事
例
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高齢期に求められる意思決定の内容とそれを実現するために必要な活動

令和元年厚生労働省老人保健健康増進等事業（老人保健事業推進費等補助金）「公的介護保険サービスにおける身元保証等に関する調査
研究事業 報告書」（令和２年３月、株式会社日本総合研究所）

〇 「高齢期に求められる意思決定の内容と、それを実現するために必要な活動」を場面ごとに整理すると、日常生活自立支援事業や、
成年後見制度（任意後見制度・法定後見制度）の利用によって、社会生活が継続できている事例があることが分かる。
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本人が意思決定ができない場合に生じる場面ごとの課題

場面１ 自立した生活の危機を感じる
自立した生活が危うくなっている

• いざというとき頼る人がいない
• 自分で生活するのが難しくなった時の手立てがない
• 死亡した後に手続きできない
• 身近な支援者がいなくなる

場面２ 重大な医療処置を受ける
• 身元保証人がおらず、手術ができない
• 本人の意向がわからず、手術ができない
• 状態悪化や死亡の際に対応する人(身元保証人)がお

らず、入院できない

場面３ 重大な医療処置が終わり退院する
• 退院先が決められない
• 退院の手続きをする人がいない
• 退院後の生活支援をする人がいない

場面４ ADL・IADLの低下で日常生活の再構築
が必要

• IADLの低下に伴い自立した生活が難しくなった
• 医療の必要度の増加に伴い自立した生活が難しくなった
• 自立した生活が難しくなっていることを本人が認識できない
• 転居に際しモノの処分や調達が必要になるが自分ではできな

い
• 転居にまつわる手続きが自分ではできない
• 身近な支援者がいないために、課題解決を行う主体がない

場面５ 死亡が予見され対応する
死亡した後で対応する

• 自分では死後の手続きができないが、本人がどうしてほしい
かわからない(生前)

• 死後の手続きをする人がいない(死後)
• それまで継続的に支援してきた制度の対象外となる(死後)

令和元年厚生労働省老人保健健康増進等事業（老人保健事業推進費等補助金）「公的介護保険サービスにおける身元保証等に関する調査
研究事業 報告書」（令和２年３月、株式会社日本総合研究所）

〇 高齢期の社会生活における意思決定支援は、下記の場面１～５のような、重大かつ不可逆的なものが多い。終末期医療や死後の
事務など自分自身が意見表明したり、手続きを行うことができない意思決定も発生する。
〇 子世代による意思決定の支援が見込めない事例の増加、医療機関やサービス事業者がコンプライアンス遵守の視点から書面手続
きを徹底する事例の増加などにより、意思決定に関するバッファーが減っている。
〇 結果として、必要な医療・介護が受けられずに生活の質が低い状態で過ごすことを余儀なくされたり、セルフネグレクトのような状態
に陥ったり、死後に無縁仏になる・空き家が残るといった状況が生まれている。
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• モデル事業の概要
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◆成年後見制度等の見直しに向けた検討◆ ◆総合的な権利擁護支援策の充実◆

第二期基本計画における基本的考え方

○ 地域共生社会の実現に向けて、権利擁護支援を推進する。福祉と司法の連携強化により、必要な人が必要な時に、司法

による権利擁護支援などを適切に受けられるようにしていく。

○ 障害の有無にかかわらず尊厳のある本人らしい生活の継続や本人の地域社会への参加等のノーマライゼーションの理念

を十分考慮し、成年後見制度の見直しに向けた検討を行う。

○ 成年後見制度以外の権利擁護支援策を総合的に充実させるため、意思決定支援等によって本人を支える各種方策、司法

による権利擁護支援を身近なものとする各種方策の検討を進め、これらの検討などに対応して、福祉制度・事業の必要な

見直しを検討する。

26

制度改正の方向性等に関する指摘

○ 必要性・補充性の考慮

○ 三類型の一元化

○ 有期（更新）

○ 障害者権利条約の審査状況を踏まえた見直し

○ 本人が必要とする身上保護、意思決定支援等の内容の変化

に応じた円滑な交代

○ 公的な関与を強めた後見等の開始

市町村長の権限等に関係する指摘

○ 市町村長の関与する場面の拡大など地方公共団体に与えら

れる権限の拡充

○ 成年後見制度利用支援事業の見直し

日常生活自立支援事業等との連携、体制強化

○ 市町村の関与の下で、市民後見人養成研修修了者等によ
る意思決定支援によって、適切な生活支援等のサービス
（簡易な金銭管理、入院・入所手続支援等）が確保される
方策等の検討

○ 上記の意思決定支援等に際して、権利侵害や法的課題を
発見した場合に、司法による権利擁護支援を身近なものと
する方策の検討

新たな連携による生活支援・意思決定支援の検討

○ 他制度との連携の推進、実施体制の強化
○ 他制度等との役割分担の検討方法についての周知

都道府県単位での新たな取組の検討

○ 寄付等の活用による多様な主体の参画の検討
○ 公的な関与による後見の実施の検討

持続可能な権利擁護支援モデル事業



○ 第二期基本計画期間（令和４年度～８年度）に2025年を迎え、認知症高齢者の増加などにより、成年後見制度の
利用を含む権利擁護支援のニーズの高まりが想定される。相続や不動産売却処分などの法律行為が必要な場合な
ど、成年後見制度による支援が必要な方が適切に制度を利用できるようにするとともに、広範な権利擁護支援ニー
ズに対応していくためには、多様な主体の参画を得て、権利擁護支援に係る新たな連携・協力による支援体制を構
築することが肝要。一方で、寄付等の活用や民間団体等の参画を促す際には、利益相反関係が生じる可能性がある

など、このような体制を全国的に拡大していくためには、予めルールやスキームを整理する必要がある。

○ 本事業では、自治体において、多様な主体の参画による権利擁護支援に係る連携・協力体制づくりをモデル的に

実施し、新たな支え合いの構築に向け、取組の効果や取組の拡大に向け解消すべき課題等の検証を行う。

支援困難な状態が終了した際には、
一般的な法人後見や市民後見人に移行

事業の概要・スキーム・実施主体等

○ 持続可能な権利擁護支援モデル事業

【実施主体：都道府県・市町村（委託可） 】
●３つのテーマに関して、多様な主体の参画を得ながら、利益相反関係等の課題の整理を含め、
既存の関係性や手法に限定しない持続可能な権利擁護支援の仕組みづくりを検討する。

[1]

[2]

①地域連携ネットワークにおいて、民間企業等が権利擁護支援
の一部に参画する取組

②簡易な金銭管理等を通じ、地域生活における意思決定を支
援する取組

③ [1]寄付等の活用や、[2]虐待案件等を受任する法人後見
など、都道府県・政令市の機能を強化する取組

取組例のイメージ取組例のイメージ

都道府県社協

都道府県

市町村社協 NPO法人

家族会・
当事者団体

金融機関等
民間事業者

法人後見・日常生活自立支援事業

社福法人

委託、補助

取組例のイメージ

一定の研修後に、委託を受けて事業に参画しサービスを提供

専門職などによる研修実施、専門相談、監査等のフォローアップ体制

都道府県内で圏域（島しょ部・
山間部など担い手が確保できな
い地域など）を限定して実施す
ることも可。

委託、補助

市町村

日常的金銭管理サービス
○介護保険サービス事業者
○信用金庫、生活協同組合
○金融機関や生命保険、

損害保険の子会社 等

意思決定サポーター
による社会生活上の
意思決定支援

○市民後見養成研修修了者
○当事者団体の方 等

本人

監督・支援団体
○成年後見・権利擁護・金銭管理に精

通した専門職の団体
○社会福祉協議会などの福祉関係団体

◎本人の見守り・預金の引き出
しや手続きの立ち合いなど、
本人の意思決定の支援

◎日常的な金銭管理のサポート

監督・後方支援 監督・後方支援

都道府県社協

都道府県

基金等のしくみ

委託、補助

本人

民間企業 地域住民 市町村社協 受任法人

○分配ルールの公表
○ルールに基づいた分配
○受領団体の公表

◎権利擁護支援

○地域の権利擁護
支援活動の広報 寄付、遺贈等

＜基 準 額＞ 1自治体あたり 5,000千円
＜補 助 率＞ 3/4

権利擁護支援について
社会課題の共有・参画方法の提示・支援の柔軟性確保

個人や一般的な法人後見では難しい
事案を受任できる組織体制を整備
＜支援員＞
○虐待等事案に対応できる専門職
○地域の市町村社会福祉協議会
○社会福祉法人 等

都道府県等 都道府県等社協

委託、補助

虐待対応等の専門性
を有する専門職団体

警察

精神保健福祉の
アドバイザー

市町村 相談・依頼

法人後見

持続可能な権利擁護支援モデル事業の概要

テーマ① テーマ② テーマ③

けん制しあう関係
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このような圏域の市町村社
協は、介護・障害福祉サー
ビス提供を担っていること
が多く、法人後見実施を単
独で行うことが難しい。

地域連携ネットワークにおいて
民間企業等が権利擁護支援の一部に参画する取組

〇 テーマ①-１は、権利擁護支援の担い手が不足していて、市民後見の担い手すら見つからないような圏域への支援を想定し
ており、都道府県の取組が期待されるもの。

○ この取組によって法人後見に、民間企業等の新たな主体が参画することにより、地域における権利擁護支援の担い手の確
保、育成の増進を目指す。

都道府県社協

都道府県

市町村社協 NPO法人

家族会・
当事者団体

金融機関等
民間事業者

法人後見

社福法人

一定の研修後に、法人後見の支援員として活動
身上保護について
の研修の受講

委託、補助

都道府県社会福祉協議会
等は、大きな財産の管理
や書類作成事務を担う。

法人後見の
支援員

島しょ部・山間部などで市民後見

の担い手すらいないような圏域

〇 持続可能な体制整備のため、新たな担い手として福祉関係事業者以外の事業者の参画を検討すること。

事業実施における
留意事項

法人後見の場合

テーマ①-１

担い手の少ない島しょ
部、山間部等の現地の
法人、団体が、日常的
な金銭管理や身上保護

を担う。
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市町村社協が日常生活自
立支援事業のサービス提
供を受託することが難し
い、あるいはサービス提
供できる件数が少ない。

地域連携ネットワークにおいて
民間企業等が権利擁護支援の一部に参画する取組

〇 テーマ①-２は、市町村社会福祉協議会が日常生活自立支援事業のサービス提供を受託することが難しい圏域、あるいは提
供できるサービス件数が少ない圏域への支援として、都道府県の取組が期待される取組。

○ この取組によって、待機者が生じているなど地域による同事業の利用者数のばらつきの解消を目指す。

都道府県社協

都道府県

市町村社協 NPO法人

家族会・
当事者団体

金融機関等
民間事業者

日常生活自立支援事業

社福法人

一定の研修後に、委託を受けて事業に参画しサービスを提供
全社協や都道府
県社協の研修の
受講

補助

市町村社協以外の法人等
でサービス提供を受託。
法人の職員に日常生活自
立支援事業の専門員、生
活支援員に相当する者を
位置づけ。

〇 生活困窮者自立支援制度の家計改善支援事業との連携についても検討すること。

事業実施における
留意事項

日常生活自立支援事業の場合

テーマ①-2
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日常的金銭管理サービス
○介護保険サービス事業者
○信用金庫、生活協同組合
○金融機関や生命保険、損害保険の子会社 等

※研修等を実施

簡易な金銭管理等を通じ、地域生活における意思決定を支援する取組

＜ スキームの全体イメージ ＞

○ 市町村の関与の下で、市民後見人養成研修修了者等による意思決定支援によって、適切な生活支援等のサービス（簡易な金銭

管理、入院・入所手続支援等）が確保される方策等を検討する取組。

○ 意思決定支援の場面において、権利侵害や法的課題を発見した場合、専門職が必要な支援を助言・実施する、市町村の関与を求め

るなど、司法による権利擁護支援を身近なものとする方策についても検討する。

○ このことにより、身寄りのない人も含め誰もが安心して生活支援等のサービスを利用することができるようにすることを目指す。

本人

◎本人を見守り、預金の引き出しに立ち合ったり、
重大な契約や入院・入所手続きの際、本人の意思
決定を支援したりする。

セットで関わることによ
り、横領や不正、関係性
の濫用を防止する

監督・支援団体

成年後見・権利擁護・金銭管理に精通した専門職の団体
社会福祉協議会などの福祉関係団体

監督・後方支援 監督・後方支援

地域共生

意思決定サポーターによる

社会生活上の意思決定支援
○市民後見人養成研修修了者
○当事者団体の方等

※研修等で養成

◎預かり金についての限度額等を設定した上で、
日常的な金銭管理をサポートする

市町村

補助 委託 養成の委託

テーマ②
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○ 本人は契約によって、日常的な金銭管理サービスや意思決定サポーターによる支援、管理・団体による支援
を利用する。

○ 判断能力が十分な人を対象にする場合は、研究事業で挙げられた以下を対象者とする。その他は国と協議の
上で決定する。

・障害（身体障害も含む）があり、一人では金銭管理が難しい者
・身寄りがなく、情報を十分に理解することが難しい（いわゆる情報弱者）単身世帯
・世帯構成員以外に身寄りがなく、情報を十分に理解することが難しい老々世帯、老障世帯

○ 事業の継続性を担保するため、利用料を設定する（応能負担、応益負担など）。

簡易な金銭管理等を通じ、地域生活における意思決定を支援する取組

＜ 事業実施上の留意事項－対象者・市町村－ ＞

事業実施における
留意事項

対象者

○ 日常的金銭管理サービスや意思決定サポーターによる支援についての本人の利用状況（不満や苦情の把握
なども含む）のモニタリングの実施頻度や方法について記録すること。

○ 定期監査に必要と思われる項目、臨時監査に必要と思われる項目について検討し、結果をまとめること。

○ 記録のオンライン化の必要性を検討し、結果をまとめること。

事業実施における
留意事項

市町村

テーマ②
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簡易な金銭管理等を通じ、地域生活における意思決定を支援する取組

＜ 事業実施上の留意事項－日常的金銭管理サービス－＞

日常的金銭管理サービス
○介護保険サービス事業者
○信用金庫、生活協同組合
○金融機関や生命保険、損害保険の子会社 等

※研修等を実施

○ 移行型任意後見契約の一括契約のみによって生活支援サービスを提供している事業者の参入は禁止。さらに死因贈与契
約をすることは禁止。

○ 本人の生活を支える全てのサービスを同一事業者が提供している場合（例えば施設に入所しているなど）には、事業者
同士のけん制機能が働かないため、日常的金銭管理の際には、意思決定サポーターや監督・支援団体の立会を原則とす
る。

○ 当該事業者が提供しているサービスについての新しい契約（※一定の要件を設定する）をする場合には、監督・支援団
体に事前に相談し、意思決定サポーターの立会の下で行う（意思決定サポーターは、事業者がいない状態での本人の意思
を確認すること）。

○ 関係性の濫用を早期に把握するために、本人の不満・苦情を適切に把握することが重要である。不満・苦情の受付につ
いては、本人のＩＡＤＬ（手段的日常生活動作）の状態をみて、受付方法を変えること。

例）・自分で発信できる人には、あらかじめ受付先を伝えるとともに、市町村あるいは監督・支援団体が定期的に本
人が不服や苦情を有していないか、電話によるモニタリングを実施する。

・自分で発信が難しい人には、市町村あるいは監督・支援団体が訪問によって上記と同様のモニタリングを実施
する。

事業実施における
留意事項

○ 本人を身近で支える民間事業者が、本人の日常的な金銭管理を支援する

サービス。通常業務と併せて金銭管理サービスを提供することで、本人に

も当該事業者にも負担が少なくなる。

○ 一方で、当該事業者のサービス利用・商品の購入の強要や他の事業者の

サービス利用の制限など、本人にとって不利益が生じやすい関係にもなり

得る（本人が「この事業者に不満を言うと生活できなくなる」といった、

遠慮、あきらめを抱くという懸念もある）。

○ そのため、関係性の濫用を生じさせないしくみづくりが必要である。

基本的考え方

◎預かり金についての限度額等を設定した上
で、日常的な金銭管理をサポートする

テーマ②

32



任意代理契約

判断能力がしっかりし
ていても体が動かな
い場合（入院など）の
支払いや金銭管理、
難しい法律行為への
相談支援の際によく
利用する契約です。

死後の事務
委任契約

病院への清算や葬儀
など、亡くなった際に
関連する事務を前
もってお願いしておく
契約です。

遺言

財産を誰に
残したいか
等の望みを
形にしてお
きます。

公
証
役
場
で
の
契
約
の
締
結

死
亡

注意！任意後見契約を締結しているにも関わらず、本人の判断能力が不十分になっても、任意後見
監督人選任申立を行わずに、金銭管理の任意代理契約のまま財産管理を行うことにより本人の財産
を横領するなどの悪用例が出ています。

判
断
能
力

の
低
下

任意後見契約

判断能力が衰えた際、
任意後見受任者等
が 家 庭 裁 判所 へ
「『任意後見監督人』
選任の申立」を行うこ
とで任意後見人の支
援は始まります。

これら４つの契約は、
別々の法律行為です

参 考
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○ 意思決定サポーターは本人の金銭管理をしてはならない。

○ 関係性の濫用を早期に把握するために、本人の不満・苦情を適切に把握することが重要である。不満・苦情の受付に
ついては、本人のＩＡＤＬ（手段的日常生活動作）の状態をみて、受付方法を変えること。

例）・自分で発信できる人には、あらかじめ受付先を伝えるとともに、市町村あるいは監督・支援団体が定期的に
本人が不服や苦情を有していないか、電話によるモニタリングを実施する。

・自分で発信が難しい人には、市町村あるいは監督・支援団体が訪問によって上記と同様のモニタリングを実
施する。

簡易な金銭管理等を通じ、地域生活における意思決定を支援する取組

＜ 事業実施上の留意事項－社会生活上の意思決定支援－＞

事業実施における
留意事項

○ 本人と同じ生活者の視線をもつ地域住民や当事者が、日常的な金銭管理

サービスを提供する事業者とは別の立場で、本人の日常的な金銭管理サー

ビスの提供状況を見守り、社会生活における意思決定を支援することで、

本人が安心して意思の形成、表明をすることができる。

○ 本人との間に信頼関係が構築されていることが意思決定支援の基盤とな

るため、社会生活における意思決定支援の場面でだけ関わるのではなく、

日頃から丁寧なコミュニケーションをとり、関係を築いておくことが必要

となる。

○ 意思決定サポーターの不安や迷いを支える監督・支援団体による後方支

援が重要である。

基本的考え方

意思決定サポーターによる

社会生活上の意思決定支援
○市民後見人養成研修修了者
○当事者団体の方等

※研修等で養成

◎本人を見守り、預金の引き出しに立ち合ったり、
重大な契約や入院・入所手続きの際、本人の意思
決定を支援したりする。

テーマ②
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簡易な金銭管理等を通じ、地域生活における意思決定を支援する取組

＜ 事業実施の上の留意事項－監督・支援団体－ ＞

○ 監督・支援については、司法専門職（弁護士、司法書士）が関与することを原則とすること。

○ 法定後見につなぐ必要があると判断した事例を記録すること（司法との連携が必要な事例を把握）。

○ 法定後見につなぐべき事例の発見が遅れたと感じた場合、どのような支援があれば、適切に発見することができた
かを考察すること。

○ 本人の状況のモニタリングのあり方を検討し、結果をまとめること。

監督・支援団体

成年後見・権利擁護・金銭管理に精通した
専門職の団体

社会福祉協議会などの福祉関係団体

事業実施における
留意事項

○ 日常的金銭管理サービスの事業者や意思決定サポーターから、相談を受け

たり定期的な報告を受けて指導したりする役割を担う。

〇 権利侵害や法的課題が生じているのを発見した場合に、専門職が必要な支

援について助言・実施したり、成年後見制度につなぐ必要性を市町村へ伝え

る役割も担う。

〇 そのため、成年後見制度や権利擁護支援、金銭管理についての専門性を有

する専門職が関わっていることが必要である。

基本的考え方

テーマ②
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寄付等の活用による多様な主体の参画の検討

〇 権利擁護支援の活動や社会課題、その解決策について、地域住民や企業など地域社会に広く周知して資金を調達するファ
ンドレイジングにより、公的財源では性質上対応困難な権利擁護支援の課題への柔軟な対応を可能とする取組。

〇 地域住民や企業等が、権利擁護支援の実践への理解や共感をもち、寄付やボランティア活動などにより、取組に参画する
ことは、地域における権利擁護支援の意識の醸成につながり、参画者の積極性を生み出す。このような多様な主体の参画を
促進することを目指す。

○ 地域の権利擁護支援の活動や社会課題、その解決策を周知するなど、地域住民や企業からの寄付を集めるための広
報活動をすること（遺贈だけに頼らない）。

○ 本人の権利擁護を支援している団体への寄付等は、団体が直接受けとるのではなく、都道府県社協等による基金か
らの分配を原則とすること。

○ 寄付の分配を受けることができる団体の基準を、予め公表すること（本研究事業の報告書の自己評価項目を活用し
てよい）。その際、ファンドレイジングに取り組む団体の分配率を上げること。

○ 寄付の分配を受けた団体を公表すること。

○ 本人が寄付の意思を示した場合にも、柔軟にその意思変更や中止ができるよう、サポートすること。

都道府県

市町村社協 受任法人民間企業

地域住民

権利擁護支援の活動実態につ
いての広報活動によって、地域と、
権利擁護支援の社会課題を共
有する。
権利擁護支援の意識の醸成を
図る。

③寄付、遺贈等

⑤分配のルールの公表
⑦分配を受けた団体の公表

①委託、補助

本人

④基金等

都道府県社協

③寄付

②地域の権利擁護
支援活動についての
広報活動

自己評価の公表や
ファンドレイジング
の取組を地域に広げ

る契機づくり

公表することによっ
て透明性を確保

⑥ルールに基づいた分配

寄付や遺贈をしたいという本人
の思いをできるかぎり尊重する

（強制しない）

事業実施における
留意事項

テーマ③-１

権利擁護支援
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専門職後見人や一般的な法人後見では受
任が難しい事案を受任できる体制を整備
した法人後見

支援員
・虐待や困難事案に対応できる専門職
・地域の市町村社会福祉協議会
・社会福祉法人 等

※支援員で支援を分担して提供

公的関与による法人後見実施の検討

＜ スキームの全体イメージ ＞

〇 虐待等の支援困難事案については、専門職後見人や一般的な法人後見では対応が難しい場合がある。こうした場合でも、尊
厳のある本人らしい生活を安定的に支えることができるよう、都道府県が支援する法人が法人後見を行う取組。

○ 法人後見への公的関与のあり方を検討する。

都道府県社協等都道府県

委託、補助

法人後見

市町村

警察

精神保健福祉の
アドバイザー

都道府県が、法人が支
援困難事案を適切に受
任できるようにするた
めのネットワークを整
備することがポイント

相談

専門職・地元の社協等

移行

支援困難な状態が終了した際に
は、専門職後見人や一般的な法

人後見へ移行する。

市町村等からの相談によって

後見候補者となり、受任。

受任するのは「本人または養護者か

ら支援者が暴力や攻撃や頻回な苦情

等を受けるような支援困難事例」

一般的な
法人後見

テーマ③-2

〇 都道府県は、法人が支援困難事案へ適切に対応できるよう、警察や精神保健福祉に関するアドバイザーを含むネッ
トワークを整備すること。

〇 支援困難な状態が終了した際には、専門職や一般的な法人後見へと移行できるよう、移行について検討・協議する
しくみを整備すること。

〇 虐待対応等への関与は、相談した当該市町村が責任をもって継続すること。

事業実施における
留意事項

虐待対応等の
専門性を有す
る専門職団体
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「持続可能な権利擁護支援モデル事業」の実施拡大に向けた
①地域巡回自治体セミナー、②実施自治体等連絡会、③個別相談対応の実施

○ 第二期計画に基づき、総合的な権利擁護支援策の充実を図るため、厚生労働省では、令和４年度より「持続可能な権利擁護支

援モデル事業」を実施。

○ これに関して、①権利擁護支援の必要性とモデル事業の内容を広く周知するための「地域巡回自治体セミナー」、②モデル事

業実施自治体間での情報共有とモデル事業に関心のある自治体の情報収集のための「実施自治体等連絡会」、③モデル事業に関

心のある自治体の検討を後押しする「個別相談対応」を実施。

【会場・開催日・参加者等】

【プログラム】

◆ 地域巡回自治体セミナー

会場 開催日 定員予定

①大阪会場 令和4年7月13日（水） 約100名

②東京会場＋オンライン配信 7月22日（金） 約200名＋約500名

③福岡会場 8月12日（金） 約50名

④名古屋会場 8月18日（木） 約100名

⑤仙台会場 8月24日（水） 約60名

【目的】モデル事業の円滑な推進に向けて、自治体間の情報交換・共有を行うこと。

【内容】取組状況の共有、自治体間での意見交換など

【対象】モデル事業実施自治体、モデル事業に関心のある自治体等

【開催】毎月第３金曜日10時～（ZOOMで実施）

【参加】厚労省 成年後見制度利用促進室に、直接お問い合わせ。

◆ 「持続可能な権利擁護支援モデル事業」実施自治体等連絡会
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時間 内容

13:00～13:40

厚生労働省：行政説明①

・ 第二期成年後見制度利用促進基本計画の考え方

・ 中核機関整備の必要性とその進め方

・ 都道府県協議会設置の必要性とその進め方

13:40～14:10

厚生労働省：行政説明②

・ 総合的な権利擁護支援策を充実する必要性と

モデル事業の概要

14:25～14:45
講演：ＮＰＯ法人東濃成年後見センター 副理事長 熊田 均 氏

・ 身寄りのない方への支援と注意すべき観点

14:45～15:45 実践報告：中核機関の整備の進め方と具体的な取り組み方

15:45～16:30 意見交換・質疑応答など

【目的】モデル事業の実施に向けて、自治体への支援・助言を行うこと。

【内容】実施スキームの相談、留意事項の確認、補助金の内容など

【対象】モデル事業に関心のある自治体等

【開催】ZOOMにて随時対応（個別調整）

【参加】厚労省 成年後見制度利用促進室に、窓口設置。

◆ 関心自治体への個別相談

あなたのまちの解決に向けて、
あなたのまちに合った形で、
モデル事業を一緒に考えましょう！

まずは、様子を見るだけ、話を聞く
だけでも参加できますので、お気軽
に御参加ください。

※ 情報収集のための傍聴だけでも御参加いただけます。


